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 ＪＰ労組は、２月１９日に日本郵政グループ関連子会社４社に対し要求書を提出して以

降、鋭意交渉を進めてきました。５月１３日に日本郵便オフィスサポート（株）と妥結・

整理したことをもって、４社との春闘交渉が全て終了しました。 

 

 
１．経済要求関連 

 （１）正社員 

   ●定期昇給完全実施（ＪＰＳ・ＪＰＴＳ・ＪＰＯＳ） 

   ●新卒者の基準内賃金引き上げ（ＪＰＳ） 

   ●一時金４．３月（ＪＰＳ・ＪＰＴＳ・ＪＰｉＴ） 

   ●一時金４．３月＋夏季１万円・冬季１万円（今年度限り）（ＪＰＯＳ） 

 （２）契約社員 

   ●契約タイプ別に一定額の一時金を支給（５～２０万円）（ＪＰＳ） 

   ●一時金４．３月（ＪＰＴＳ） 

●各支社ごとに前年度水準の一時金を支給（ＪＰＯＳ） 

２．政策制度関連  

  ●勤務間インターバル（11Ｈ）の今年度中の就業規則化（ＪＰＴＳ） 

  ●正社員登用の採用方法の見直し検討（ＪＰＯＳ） 

  ●６５歳定年制の具体的議論開始（ＪＰＳ・ＪＰＴＳ・ＪＰＯＳ） 

  ●テレワーク環境の整備（ＪＰｉＴ・ＪＰＴＳ） 

●テレワーク手当の検討（ＪＰＳ・ＪＰｉＴ・ＪＰＴＳ） 

  ●育児部分休業等取得者の基礎昇給１号俸減の廃止（ＪＰＳ） 

  ●ＩＴ資格取得支援支給対象資格の拡大（ＪＰｉＴ） 

  ●健康診断の検査項目拡充（ＪＰＴＳ） 

  ●会社指定の資格取得に対し報奨金の支給を検討（ＪＰＴＳ） 
 ※詳しくは中央交渉情報共通第 46・47・48・53号をご参照ください 

 

この妥結・整理をもって、要求書を提出した全社との２１春闘交渉が終了したことから、中央闘

争態勢を解除しました。全機関・全役員・全組合員によるこの間の取り組みに感謝を申し上げます。 
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（担当：千葉） 

お友だち登録キャンペーン実施中！ 

ＪＰ労組 LINE公式アカウントを開設！

春闘情報などの最新情報をお知らせして

います！ぜひお友だち登録を！ 


